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はしがき

　本書は、『法律実務家のための「紛争解決」の基礎知識』である。「紛争
解決」というと、多くの方はまず訴訟を思い浮かべるであろう。しかし、
訴訟まで至るケースは、紛争全体のごく一部にすぎない。紛争解決には
種々のメニューがあり、紛争の内容・性質や解決に関する当事者のニーズ
に応じた適切な方法の選択を行う必要がある。

　本書は、弁護士や企業の法務担当者を主な読者として想定し、紛争解決
について実務上の利用のポイントを整理することを目的としている。訴訟
に限らず「紛争解決」全般に関して、手続の種類・特色・流れはもとより、
実務における利用のポイントや弁護士・法務の役割を含めて、様々な角度
から概観したものであって、必ずしも「基礎知識」でない内容も含んでい
る。

　具体的には、本書では、まず第 1章において、紛争解決手続全体を概観
すべく、各種手続の特徴を対比して手続選択のポイントを解説するととも
に、任意交渉についての考え方を述べる。次に、第 2章では、紛争手続に
おける弁護士の役割について、事件処理の流れや依頼者・裁判所との関係
の考え方について概説する。また、第 3章では、案件処理に当たって事実
関係を分析するための資料収集について、その方法論や手続選択のポイン
ト・留意点を説明し、第 4章では、紛争解決における（事実関係を踏まえ
た法的分析を行う上での）リーガルリサーチのポイントについて、ソース
の種類やオーソリティの有無を踏まえ、調べ方や判例・文献の引用方法等
について解説する。その上で、第 5章では、民事訴訟手続の流れについて
2026 年 5 月 21 日施行のフェーズ 3の IT化も踏まえて実務的観点から概
説し、第 6章では、調停・仲裁・ADRなど民事訴訟以外の紛争解決手続
の流れを概観する。最後に、第 7章では、民事保全と民事執行を中心にし
て、各種手続での権利の保全と実現のための手続について述べる。

　編著者は、裁判官として種々の民事訴訟、民事執行、労働事件や倒産法
改正を担当した経験をもつほか、弁護士として国内外の各種訴訟やADR
による紛争解決に代理人としてだけでなく、仲裁・あっせん人や専門家証
人、組織運営の委員など様々な形で関与してきたものであり、執筆者らも、
編著者が代表を務めるAI-EI 法律事務所の弁護士として各種紛争案件の解
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決に当たってきたもので、本書には案件処理に関するノウハウも各所に折
り込んだ。本書は、特定の分野を掘り下げたものではなく、紛争解決を学
ばれる実務家・企業関係者・学生に通読して頂いたり、各種紛争解決実務
に携わる方が手続の概要を知る入り口として該当箇所を参照して頂くこと
を企図して記したもので、紛争解決に関わる方々の一助になれば幸いであ
る。

　最後に、本書の刊行に当たっては、企画段階から校正に至るまで有斐閣
実務書編集部鈴木淳也氏と市川弥佳氏に多大なご尽力を頂いた。また、執
筆者のうち中野裕朗弁護士には担当部分の執筆のほか全体の校正作業等も
行って頂き、AI-EI 法律事務所に所属していた青木祐也弁護士にもリサー
チ等のご協力を頂いた。皆様に、この場をお借りして心より御礼申し上げ
たい。
	 2026 年 4 月
	 AI―EI 法律事務所　代表弁護士　森　倫洋
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1紛争解決の意義　┃

Ⅰ．序説―紛争と紛争解決手続

　人が集まり、社会を形成して集団的生活を営む以上は、相互の
軋轢を生じる場面が不可避である。そのような軋轢から生じる紛
争を可能な限り回避し又はそれを速やかに解消するために法規範
というルールが形成され、また、対立当事者間にそれを適切に適
用するために紛争の解決に関するルールも形成されてきた。
　ISO	10002（品質マネジメント―顧客満足―組織における苦情対応のた
めの指針）では、「苦情」とは、製品やサービス又は苦情対応プロ
セスに関する組織に対する不満足の表現であり、対応や解決を期
待しているものを指すとされ、「紛争」とは、苦情のうち、組織
と顧客の間で解決に至らず、第三者機関（例えば、調停機関や裁判
所など）の介入が必要となる状態を指すとされる。つまり、紛争
と苦情では中立な第三者の介在の有無が異なる点とされており、
紛争解決では中立な第三者の介在が特徴となる。
　本書においては、このような中立な第三者の介在する「紛争解
決」の手続について概観する。

Ⅱ．紛争解決手続の種類と各手続の特徴

　民事上の紛争が生じた際、まずは当事者間の任意交渉により解
決を目指し、当事者間では解決が難しい場合に第三者の関与する
紛争解決手続の利用を検討することとなる。第三者が関与する紛
争解決手続としては、民事訴訟・民事調停のほか、古くから利用
されているものとして仲裁がある。近時では、裁判所以外での紛
争解決の場として各種ADR（Alternative Dispute Resolution）手続も

第1章　 紛争解決の意義
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整備されている。弁護士又は法務担当者としては、紛争解決に向
けたロードマップを検討するに当たり、これらの紛争解決手続の
特徴を踏まえて適切な手続を選択する必要がある。事案によって
は、例えば、ADRによる早期解決を目指しつつ、和解ができな
かった場合に備えて訴訟手続も進めるなど、複数の手続を並行し
て利用することもあり得る。
　本章では、まず、紛争解決手続として、民事訴訟、民事調停、
仲裁、各種のADRの特徴について概観した上で、手続選択のポ
イントを整理し、最後に紛争解決における交渉について述べる
（各紛争解決手続の進行に即した具体的なルールは第 5章及び第 6章を参照

のこと）。

1．民事訴訟

（1）基本的な特徴
　民事訴訟は、国家の司法権によって紛争の最終的な解決を図る
制度であり、裁判官が証拠により認定された事実に法を適用して
法的請求権の存否等について終局的な判断を下す点に特徴がある。
当事者は担当裁判官の選任について関与することはできず1）、手
続上のルールも当事者間で決めたものではなく民事訴訟法及び最
高裁判所規則である民事訴訟規則等に従う。訴訟手続は被告が出
頭しなくても進行し、被告が答弁書等において原告の主張を争わ
ず、かつ、口頭弁論期日に出頭しない場合には、原則として原告

　1）　地方裁判所では、事件の分配の順序があらかじめ定められており、その定
めに従い、事件が受理された順に分配され、機械的に担当部や担当裁判官が決ま
る。原則として事件は 1人の裁判官で処理されることになるが、事件が社会全体
に及ぼす影響や訴額の大きさ等を踏まえて、裁判官が所属する裁判部の判断によ
り 3人の裁判官による合議体で審理することになる場合もある（裁 26 条 1 項・2
項 1号。門口正人『民事裁判の要領―裁判官の視点から』〔青林書院、2016
年〕30―32 頁参照）。



259権利の保全と実現　┃

Ⅰ．概要

　弁護士として依頼者に裁判所を利用した紛争解決事案について
アドバイスをする際、基本的な手続として想定されるのは、民事
保全で権利を保全し、本案である訴えを提起の上、取得した債務
名義をもとに民事執行をするという一連の流れであろう。しかし、
実際には、裁判所の関与の下で交渉を進めるために民事保全手続
の利用を検討できる場面もあれば、訴訟等を経ることなく当初か
ら民事執行手続を検討できる場面もある。本章では、民事保全・
執行に関する各種手続の特質等を簡単に説明の上、如何なる手続
をどのような場面で利用検討をするべきか、手続を利用する場合
の留意点について触れる。本文中にて掲記する参考書籍のうち、
実務的に参照価値の高いものを章末に掲載するため、詳細につい
ては章末掲載の各文献に譲ることとする。
　なお、令和 5年（2023 年）6 月に成立した民事関係手続等にお
ける情報通信技術の活用等の推進を図るための関係法律の整備に
関する法律（以下「令和 5年整備法」という。それに伴う改正民事保全法
を「改正民保」、改正民事執行法を「改正民執」と表記する）により、民
事保全事件や民事執行事件の手続をデジタル化するための規定が
整備され、ウェブ会議等を利用した期日への参加、債務名義の正
本等の提出の省略を可能とする仕組み等が令和 8年（2026 年）5
月 21 日より施行され、その他インターネットを利用した申立て
等も令和 10 年（2028 年）6 月までに施行されることとなり、施行
の前後で各裁判所の運用が大きく変わることが見込まれる1）。
　具体的な手続の流れ（民事保全事件であれば、裁判官面接の有無や原

第7章　 権利の保全と実現�
―民事保全と民事執行をはじめとして
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本確認の手順、如何なる場合にどのような上申書を求めるか等）や裁判所
内の配点（東京地裁の場合、民事保全事件でも、保全部に配点されるもの
とその他の専門部に配点されるものがある）について、現在でも裁判所
によって運用が異なり、デジタル化に伴ってさらに変更される可
能性があるため、実務書や実際に申立てを検討している裁判所の
ウェブサイト2）等を参照し、不明な点については、あらかじめ裁
判所に確認することが望ましい。

Ⅱ．民事保全・その他保全措置
1．手続の種類・目的

　民事保全は、簡易・迅速に、⒜権利の保全、又は、⒝仮の権利
の実現を図る裁判手続である（民保 1条）。⒜として、①金銭債権
請求の場面で、責任財産を保全するために使う仮差押え（同法 20
条）、②特定物に関する給付（登記、引渡・明渡）請求等の場面で、
当事者を恒定するために使う係争物に関する仮処分（同法 23 条 1
項）がある。また、⒝として、③仮の地位を定める仮処分（同条 2
項）がある。③はあらゆる権利が被保全権利となり得るが、本案
訴訟を提起していては債務者の権利侵害を止めることができない
場合や本案訴訟を待たずに権利の実現を認める必要が高い場合に
認められ、前者の例として取締役の違法行為差止仮処分（会社
360 条）、特許権侵害差止仮処分（特許 100 条）が、後者の例として

　1）　令和 5年整備法については、脇村真治編著『一問一答　新しい民事執行・
民事保全・倒産及び家事事件等に関する手続（デジタル化等）―令和 5年民事
関係手続等における情報通信技術の活用等の促進を図るための関係法律の整備に
関する法律の解説』（商事法務、2025 年）等参照。
　2）　実務書等は、主に東京地裁や大阪地裁の執行部における実務を基にしてい
るため、裁判所によってはこれらの実務書等とは異なる取扱いをしている場合が
あり得る。民事保全や民事執行の各手続は、裁判所により運用が異なるところも
大きいため、申立先の裁判所に手続を確認するのが望ましい。
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